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若年層、将来不安持続も現状満足拡大 

新卒採用 6年増で意識変化、デフレ諦観の世代交代焦点 

 
 日本の若年層には依然として将来不安や節約・貯

蓄志向が根強いが、内閣府の世論調査などでは「現

状満足」の割合が拡大してきた。大卒新卒採用は 6

年連続で増加するなど、労働市場自体は改善する中

で、1990 年代以降の失われた 20 年に比べると意識

変化が見られており、デフレ受忍・諦観時代からの

世代交代が焦点になってきた。もっとも現在の若年

層にはハングリー精神や上昇志向の欠如が懸念され、

国家・企業・家計の繁栄に向けた向上努力や責任意

識、世代間格差の是正など政治変革に対する意欲低

下も憂慮されている。 

 
将来不安でも日常の悩みや不安減少 

 
 「若者の間で老後の生活設計に関して不安が増大

しているので、消費より貯蓄を増やしている。その

一方で最新の国民意識調査では、間違いなく若者が

全世代の中で最も現在の生活に満足している。そし

て、日常の悩みは全くなくなりつつあるという。数

字から言えば何が問題なのか、ということになる」

――。 

 麻生太郎財務相は 4 月 12 日、政府の経済財政諮問

会議（議長・安倍晋三首相）でこのような問題提起

を行った。同日の中心議題は「消費の伸び悩みは、

家計の可処分所得の伸び悩みと社会保障の将来不安

がある。社会保障の将来不安払拭と子育て世代の支

援、非正規雇用者の待遇改善を始めとした働き方改

革の早期実施が重要」というものであった。一方で

内閣府の政策統括官からは、20 歳から 29 歳前後の

意識調査に関して麻生氏の指摘のような心理好転が

説明されている。 

 実際に内閣府の「国民生活に関する世論調査」に

よると、昨年 7 月調査分では「現在の生活に対する

満足度」で 18－29 歳は実に満足回答が 83.8％に及

び、最低である 50－59 歳の 66.1％を大きく上回っ

た。過去比較でも直近最低である 2009 年の 68.9％

から上昇している。18－29 歳については「日常生活

で悩みや不安がある」との回答も昨年 7 月時に

53.5％と低く、最高である 50－59 歳の 69.6％を下

回った。こちらも直近最高となった2008年の67.5％

から大幅な低下傾向にある。 

 若年層による現状・日常に関してのマインド改善

は、労働市場の改善が大きい。安倍首相の経済ブレ

ーンである浜田宏一内閣官房参与（米イエール大学

名誉教授）は今年 3月、BS フジテレビの番組でアベ

ノミクスの失敗批判に対し、「今まで失業していた人

や新卒で就職できなかった人たちが確実に職に就き

始めている」、「アベノミクスの成果を否定する論者

は、新卒者が就職難だった時代に戻れと言っている

のと同じだ」といった反論を行っている。 

 現在はこうした新卒採用の増加について、「アベノ

ミクスの成果というよりも、団塊世代の退職増加な

どによる自然現象」、「今後は人手不足が供給制約な

どを通じて、日本の経済成長を停滞させる」といっ

た後ろ向きな意見が目立っている。しかし、かつて

浜田氏は 2010 年に共著『伝説の教授に学べ、本当の

経済学がわかる本』（東洋経済新報社）で、東京大学

時代の教え子でもある当時の白川方明日銀総裁を批

判し、「日銀無策と円高・デフレの放置により、失業

や新卒者の就職難で日本経済の活力がますます失わ

れる」と警告を発していた。 

現在の日本経済の活力や競争力の低下はアベノミ

クスの失敗や供給制約だけの問題ではなく、1990 年

代から長期に及んだデフレ放置時代の犠牲になって

きた若年層による結婚の躊躇や子作り・子育ての余

裕消失、結果としての人口減少と少子高齢化の負の

悪循環拍車が一因となっている。 

 
デフレ＝若年層犠牲＝人口減少の歯止め期待 

 
もちろん、白川氏だけの責任ではなく、1990 年代

以降は政府・与党・日銀などが 20 年後(＝現在）や

30 年後の人口減少、少子高齢化、社会保障危機など

を分かっていながら、問題先送りのデフレ無策を続

けてきた。結果として 1990 年代以降に学校を卒業し

た若年層が、就職難や低賃金、非正規社員での待遇

冷遇、専門スキルやキャリア実績の取得機会喪失―

―という犠牲を強いられている。企業は今頃になっ

て団塊世代の退職穴埋めのため、新規採用を増加さ

せているが、1990 年代以降は団塊世代を含めた中高

年層の雇用と高い賃金を維持させるために、若年層

は就業機会の喪失と低賃金労働を強いられ、それが

少子化と人口減少の深刻化につながっている。 

 その中で厚生労働相と文部科学省の調査によると、

今年 2 月時点での 2017 年 3 月卒業生による大学等

(大学、短期大学、高等専門学校)を合わせた就職内

定率は 90.9％となり、2000 年の調査開始以降では最

高を更新した。2011 年 2 月の 77.1％をボトムとして

6 年連続での上昇となっている。リクルートワーク

ス研究所による 2017 年 3 月卒の大卒求人倍率調査

（求人総数÷民間企業希望者数）では、採用企業サ

イドの従業員規模別で 1000－4999 人の大企業が

1.12 倍となり、昨年の 1.06 から増加した。2011 年

3 月卒の 0.63 倍からは大幅な改善となっている。 

 こうした新卒採用の 6 年連続での増加のほか、非

正規雇用やアルバイトを含めた賃金の上昇もあって、
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若年層の意識調査では「現状満足度の上昇」や「日

常不安・悩みの減少」につながっている。1990 年代

以降の失われた 20 年に比べると意識変化が見られ

ており、デフレ受忍・諦観(あきらめ)時代からの世

代交代が焦点になってきた。こうした就職不安の後

退と現状満足世代が 30 歳代、40 歳代になってくる

と、日本での結婚・出産の減少と人口減少に歯止め

が掛かる期待感もある。 

 もっとも現在の若年層にも、社会保障制度を含め

た将来不安が根深く蔓延している。国民負担や教育

費、養育費の上昇などもあって、人口維持への道の

りは前途多難だ。しかも現在の若年層は労働市場の

改善に加え、デフレ慣れによる物価下落を通じた一

定の生活水準の余裕度もあり、ハングリー精神や上

昇志向の欠如が懸念されている。国家・企業・家計

の繁栄に向けた向上努力や責任意識、世代間格差の

是正など政治変革に対する意欲低下も憂慮されてい

る。同時に子ども時代からの成長体験の乏しさ、先

輩や親世代などの経済成長面での前例・成功体験ス

トーリーの乏しさなども問題視されている。 

 日本生産本部が昨年 7 月にとりまとめた新入社員

の意識調査では、昇進したいポストの設問で「社長」

と答えたのは過去最低の 10.8％だった。10 年前の

17.8％からは大幅減となり、 働き方の設問では「人

並みで十分」が 58.3％で過去最多となっている。一

方で「子どもが生まれたときには育休を取得したい」

とする回答は過去最高に増加してきた。「デートか残

業か」ではデート派が 6 年ぶりの優勢になるなど、

新世代の雇用環境への安心感が結婚・子作り・子育

てへと向かう期待感も残されている。 

 

3

4

5

6

7

8

9

10

11750
850
950
1,050
1,150
1,250
1,350
1,450
1,550
1,650
1,750
1,850
1,950

S
ep
-89

N
o
v-
90

J
an-
92

M
ar-
93

M
ay-9
4

J
u
l-95

S
ep
-96

N
o
v-
97

J
an-
99

M
ar-
00

M
ay-0
1

J
u
l-02

S
ep
-03

N
o
v-
04

J
an-
06

M
ar-
07

M
ay-0
8

J
u
l-09

S
ep
-10

N
o
v-
11

J
an-
13

M
ar-
14

M
ay-1
5

J
u
l-16

S
ep
-17 ％

年齢階級別の完全失業率；15－24歳と全年齢総数の格差

25-34歳と全年齢総数の格差（軸を上下反転）、TOPIX

TOPIX（左軸)

15-24歳（右軸）

25-34歳（右軸）

若年層の失業改善↑

若年層の失業悪化↓ 失業改善
株高余地
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厚生労働省・文部科学省；大学等卒業予定者の就職内定率

（各年2月時点の調査、1999年までは3月調査）

リクルートワークス研究所・大卒求人倍率調査

従業員規模別の大企業（求人総数÷民間希望就職希望者数）

内定率（左軸)

1000人以上（右軸)

1000-4999人（右軸)

過去20年では
最高水準
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万

人

日本の総人口・前年同月比変化数

年齢階級別の失業率

25－34歳と全年齢総数の格差（軸を上下反転）

人口（左軸)

失業率（右軸) 若年層の失業改善↑

若年層の失業悪化↓

※負の悪化連鎖が

一服

↑
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東証・小売業指数÷日経平均株価の相対倍率

倍率の120カ月移動平均線、小売業指数

小売÷日経（左軸）

120カ月平均

小売業指数（右軸)

長期トレンド
好転

↑

小売株優位↑

小売株低迷↓
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東証・サービス業指数、月足ADX指数（トレンドの強さを示す）

+DM=当月の高値-前月の高値(上昇の強さを示す)

-DM=前月の安値-当月の安値(下落の強さを示す)

サービス業（左軸)

+DMI（右軸）

-DMI（右軸）

※上抜け

攻防

※
↑↑

ゴールデン
クロス
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株高↑
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